
第６7期

中 間 事 業 報 告 書

京 写 レ ポ ート
2024年4月1日から2024年9月30日まで

証券コード　６８３７



株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
第67期中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）における事業の概況をご報告申し上げます。

2024年12月 代表取締役社長
 児嶋　一登
業績の概要

当中間連結会計期間の当社が属するプリント配線板業界は、国内では
引き続き自動車メーカーの生産・出荷停止の影響により需要は低迷しま
した。海外は主に北米市場が堅調に推移しました。一方で、中国経済の
減速長期化や欧米の高い金利水準の継続に伴う影響、不安定な為替相場、
エネルギー価格の高止まりなどの物価上昇から、依然として先行きは不
透明な状況にあります。

このような環境の中、当社グループの国内の状況は、実装関連事業で
は、産業機器、航空機向けの受注が好調により前年同期を上回りました。
プリント配線板事業では、引き続き自動車関連分野の受注が低迷した結

果、国内の売上高は前年同期を下回りました。

海外においては、中国とインドネシアで事務機分野の受注が回復し、ベトナムで引き続き北米向けの自動
車関連分野の受注が好調に推移しました。また、円安の為替影響もあり、連結売上高は12,808百万円（前
年同期比5.6％増 677百万円の増収）となりました。

利益面は、国内で自動車生産調整の影響と原材料及び製造経費等の高騰により減益となりました。海外は
ベトナムの増収による増益、中国の受注減にあわせたコスト改善を進めたことと、付加価値の高い自動車向
け金属基板が増加し増益となりました。これらの結果、営業利益は665百万円（前年同期比5.3％増 33百
万円の増益）、経常利益は為替差損の増加により448百万円（前年同期比1.5％増 ６百万円の増益）、親会社
株主に帰属する中間純利益は270百万円（前年同期比6.0％減 17百万円の減益）となりました。
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上記の画像は製品用途の一例を示しています

連結　用途別売上 成長分野の自動車関連や環境に配慮した家電製品向けを中心に幅広い用途に製品を供給

主力の産業機器、航空機向け好調実装関連事業　用途別売上
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主要製品は3種類で自動車向けアルミ基板の好調により、片面板の割合が拡大
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※セグメント間の内部取引高を含む

自動車関連分野を中心にベトナム拠点の売上増加
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ト ピ ッ ク ス

屋根設置太陽光パネル 工場 全景

会　社　名： 京写ベトナム 
（Kyosha Vietnam Co., Ltd.）

設立年月日：2019年１月25日
資　本　金：USD17,000,000
事 業 内 容：両面プリント配線板の製造・販売

ESG

　経営理念を実現するために、会社として従業員一人一人の健康向上に取り組むこと
で、従業員が充分に能力を発揮できる環境を目指しています。これはSDGs目標８「働
きがいも経済成長も」の達成につながります。具体的には「100％健診受診」の宣言
の他、職場の運動（ラジオ体操）、禁煙（受動喫煙防止策）、ストレスチェック結果の
有効活用による心の健康など積極的に取り組んでいます。これらの活動により、健康
保険組合連合会 東京連合会が実施する健康優良企業の「銀の認定」を今年取得しました。
　今後は、経済産業省が主管する健康経営優良法人「大規模法人部門」の取得に向け、
PDCAサイクルを回して、より効果的・効率的な健康増進活動に取り組んで参ります。

S：社会 健康経営の取り組み－働きやすい職場環境を目指して

　九州工場では社会貢献活動の一環として、1978年から献血を実施してきました。この度その永年の功績が認
められ、厚生労働省の献血運動推進協力団体 厚生労働大臣表彰を受賞しました。近年では年２回定期に実施し、
都度数十名が活動に協力しています。今後も途絶えさせることなく、地域に根付いた貢献活動として継続します。

S：社会 献血運動推進－社会貢献活動

　京写ベトナムは2024年３月にUSD2,000,000の増資を行いました。これまでの自動車向け製品に加え、家電
製品等の新たな用途の受注拡大に対応した生産能力の増強投資や、地球環境に配慮した取り組みとして、太陽光
発電設備を導入します。
　太陽光発電は、工場の屋根全面に太陽光パネル2,292枚を敷設完了し、計画では電力使用量の約7％の年間
106万Kwhの発電と768tのCO2削減を目指しています。

E：環境 京写ベトナム 太陽光発電導入－持続可能な社会の実現へ
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会 社 情 報

・社名 株式会社京写
・本社所在地 京都府久世郡久御山町森村東300番地
 TEL:075-631-3191　FAX:075-631-7761
・設立 1959年２月14日
・資本金 1,102百万円
・従業員数 1,231名（連結）、271名（単体）
・事業内容 プリント配線板の製造及び販売、
 実装搬送治具の製造及び販売
・上場市場 東京証券取引所スタンダード市場
 （証券コード：6837）

・拠点
　製造 京都、熊本、新潟、神奈川
　営業 京都、熊本、東京、愛知

・子会社
　国内 三和電子（岡山）
　海外 中国：京写香港、京写広州、京写広州貿易
 東南アジア： 京写インドネシア、京写ベトナム、 

 京写タイ、京写マレーシア
 北米：京写ノースアメリカ、京写メキシコ

  会社概要（2024年９月30日現在）

役員（2024年９月30日現在）

発行可能株式総数 58,000,000株
発行済株式の総数 14,624,000株
株主数 3,134名
大株主

株式の状況（2024年９月30日現在）

株主名 持株数 持株比率
株 ％

株式会社児嶋コーポレーション 2,048,000 14.1
児嶋雄二 1,055,800 7.3
株式会社エヌビーシー 524,000 3.6
児嶋淳平 497,000 3.4
児嶋一登 463,000 3.2
児嶋 亨 456,000 3.1
池田朋子 420,000 2.9
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 380,000 2.6
株式会社SBI証券 291,857 2.0
株式会社メイコー 273,600 1.9

（注） 当社は、自己株式93,687株を保有しており、上記持株比率は自
己株式を控除して計算しております。

株主メモ
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日までの１年
定 時 株 主 総 会 ６月
剰余金の配当の基準日 期末配当金　毎年３月31日

中間配当金　毎年９月30日
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話 0120-094-777（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所 スタンダード
（証券コード：6837）

公 告 の 方 法 電子公告とし、当社ホームページ（https://www.
kyosha.co.jp/）に掲載いたします。但し、電子公
告によることができない事故その他やむを得ない事
由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

代表取締役社長 児　嶋　一　登
取締役 児　嶋　淳　平
取締役 平　岡　俊　也
取締役 山　口　泰　司
取締役（社外） 日　比　利　雄
取締役（社外・独立） 森　　　清　隆
取締役 監査等委員 奥　田　　　茂
取締役 監査等委員（社外・独立）髙　岡　謙　次
取締役 監査等委員（社外・独立）松阿彌　初　美


